
※１ 障害者支援施設等に入所した場合には、施設所在地の負担が過度に重くならないよう、障害福祉サービス等の支給決定は、施設入所前の市町村が行う（居住地特例）。
また、生活保護で救護施設に入所する場合に同様の仕組みがあるが、生活保護においては、一部都道府県が保護費を支給する。

※２ 定員が29名以下の地域密着型特定施設は住所地特例対象外なので居住地であるＣ市が保険者。

Ｂ市の適用除外施
設から介護保険施
設等に移行

Ａ市に障害者支援
施設がないため
Ｂ市の施設に入所

Ｂ市
（適用除外施設）

Ａ市
（自宅）

Ｃ市
（介護保険施設）

現 行：住所地特例により、Ｂ市が保険者となり、
介護給付費はＢ市が負担 （※２）

改正後：住所地特例の見直しにより、Ａ市が保
険者になり、介護給付費はＡ市が負担

障害者支援施設等の利用に係る
費用はＡ市が負担（住所地特例※１）

※40歳以上の場合

被保険者（保険者はB市：現行）被保険者（保険者はA市） 被保険者でない

介護保険適用除外施設の住所地特例の見直し

見直し内容

○ 障害福祉制度や生活保護制度においては、障害者支援施設や救護施設に入所することにより居住地を変
更した場合、変更前の市町村がその入所に係る費用を負担する仕組みがある。

○ 現行の介護保険制度では、他市町村から障害者支援施設等の介護保険の適用除外施設に入所した者が退
所して、介護保険施設等に移った場合、適用除外施設所在市町村が保険者となるため、従来費用負担をして
いた市町村に代えて、介護保険適用除外施設の所在市町村が介護給付費を負担することになっている。

○ これに関し、適用除外施設から退所して、介護保険施設等に入所した場合について、介護保険適用除外施
設の所在市町村の給付費が過度に重くならないよう、保険者の定め方を見直す。
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